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１．はじめに 

 現在，福井県福井市の上水道管路には，法定耐用年

数を超過した老朽管や耐震性の低い管路が多数存在し

ている．そのため，大規模地震が発生した場合には甚

大な被害を受ける可能性があり，断水による社会生活

への影響が懸念されている．そのため，同市では「災

害に強い水づくり」を基本目標とする水道ビジョンを

平成 21 年度に策定し，「老朽化した施設の更新」と「災

害に備えた施設の耐震化」を早期に実現する事業とし

て掲げている．しかし，経済的，機能的な問題から，

一度に全ての管路を耐震化することは不可能であるた

め，優先度を設け，効率よく耐震化していく必要があ

る．上水道普及率が 99.6％に達した福井市では，水道

が使えることが当たり前となっており，耐震化を行わ

ないことで生じる将来のリスクに対して住民の関心は

低く，耐震化に要する費用を水道料金の引き上げに求

めることは困難な状況となっている．したがって，耐

震化によって住民が受けるメリットを分かりやすい数

値で示し，今後の施策に対して理解を求めていく必要

がある． 

 そこで，本研究では，住民が分かりやすい耐震化指

標を提案するため，福井市の上水道管路の地震被害予

測を行い，耐震化によって得られる地震後の給水能力

の変化について検討を行った． 

２．解析方法 

 本研究では，福井平野東縁断層帯主部（M7.6，今後

30 年以内の地震発生確率 0～0.07%）を起震断層とし

て，福井市の地震動予測と上水道配水管路の被害予測

を行った．なお，対象地区を 1km 四方のメッシュに分

割し，管路，地盤，人口などの情報をメッシュデータ

に変換し解析を行った． 

 管路被害予測に用いる地震動は次式 1)を用いて算出

した． 

 600PGVGV                 
(1) 

 ここで，V：地表最大速度(cm/s)，G：表層地盤の最

大速度の増幅度 2)，PGV600：工学的基盤上の最大速度

(cm/s)3)である． 

 管路被害予測は次式 4)に示す日本水道協会の被害推

定式を用いて計算を行った． 

 RLD                   (2) 

 Sgldp RCCCCR              (3) 
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 ここで，D：被害件数(件)，L：管路延長(km)，R：被

害率(件/km)，RＳ：標準被害率(件/km)，Cｐ：管種係数，

Cｄ：管径係数，Cｌ：液状化係数，Cｇ：地形・地盤係

数，V：地震動の最大速度(cm/s)である． 

 地震後の給水率は，常時の給水率 100%から地震後

の供給支障率 5)を減ずることで算出した．次式は地震

直後の場合である． 
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 地震時の給水量は，次式に示すように，平常時の給

水量と上式で求めた給水率との積により算出した．な

お，平常時の給水量は，メッシュ内の給水人口と福井

市の 1 人 1 日平均給水量である 0.389（m3/人･日）との

積より求めた． 
   ％給水率常時給水量日）地震時給水量（ /m3    (6) 

３．解析結果 

 表-1 は対象地域内に埋設されている上水道管路約

1,880km の被害予測結果を管種・管径ごとにまとめた

ものである．全管路の被害件数は約 2,400 件，被害率

は約 1.3 件/km となった．特に，管路延長が長く，耐

震性の低い塩化ビニル管の被害が約1,253件，3.7件/km

と多いことがわかる． 

 図-1 は対象地域全体の地表最大速度の分布を示し

たものである．断層の西側に広がる福井平野に速度の

大きい箇所が広く分布し，地盤増幅度は最小で約 0.8

倍，最大で約 2.7 倍と地盤条件によって大きく異なっ

ていた． 

 図-2は管路被害率の分布を示したものである．被害

率の大きなメッシュは地表速度の大きい断層近傍に多

く分布しているが，古くから耐震性の低い管路が多く

埋設されている市街地中心部にも被害率の大きいメッ

シュが点在している．なお，最も大きな被害率は 7.9

件/km であった． 



 
図-1 地表最大速度の分布 

 

 

図-2 管路被害率の分布 

 

図-3 耐震化による地震後の給水量の変化 

 図-3は耐震化による給水量の変化を地震直後から 2

日後まで経時的に示したものであり，平常時の給水量

も併記した．ここでの耐震化とは，耐震性の低い塩化

ビニル管と石綿セメント管の全て約 345km を耐震継

手のダクタイル鋳鉄管に変更することを想定したもの

である．その結果，給水量が約 10,000～20,000m3（約

6～17％）増加することが明らかとなった．なお，福井

市が規定する管路の施工単価を用いて，この耐震化に

要する工事費を見積もったところ約 224 億円となった．

これは，福井市が平成 22 年度に管路耐震化工事に使用

した費用約 13 億円の 17 年分に相当する額である． 

４．おわりに 

 本研究では，福井平野東縁断層帯主部を想定断層と

した場合，福井市の上水道管路の耐震化が地震後の給

水量の変化に与える影響について解析を行った．今後，

これらの結果を基に，住民が分かりやすい耐震化指標

を提案する予定である． 
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表-1 対象管路の管種・管径ごとの被害集計 
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